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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する四半期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 951,725 △1.9 287,240 143.2 203,243 136.1

2021年3月期第1四半期 970,393 △16.2 118,131 △54.8 86,095 △60.1

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　260,319百万円 （△25.9％） 2021年3月期第1四半期　　351,424百万円 （112.1％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 148.30 148.24

2021年3月期第1四半期 62.86 62.83

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 240,120,007 12,019,698 5.0

2021年3月期 242,584,308 11,899,046 4.9

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 11,945,986百万円 2021年3月期 11,826,418百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 95.00 ― 95.00 190.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 100.00 ― 100.00 200.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 円 銭

通期 600,000 17.0 437.80

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）予想1株当たり当期純利益は、予想親会社株主に帰属する当期純利益を2022年3月期第1四半期末の発行済普通株式数（除く自己株式）で除して算
出しております。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、【添付資料】P.2「1.サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

（注）詳細は、【添付資料】P.2「1.サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 1,374,040,061 株 2021年3月期 1,374,040,061 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 3,544,263 株 2021年3月期 3,612,302 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 1,370,486,421 株 2021年3月期1Q 1,369,568,963 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料には、当社の財政状態及び経営成績に関する当社及び当社経営陣の見解、判断または現在の予想に基づく、「将来の業績に関する記述」が含ま
れております。多くの場合、この記述には、「予想」、「予測」、「期待」、「意図」、「計画」、「可能性」やこれらの類義語が含まれますが、この限りではありませ
ん。また、これらの記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであり、実際の業績は、本資料に含まれるもしくは、含ま
れるとみなされる「将来の業績に関する記述」で示されたものと異なる可能性があります。実際の業績に影響を与えうるリスクや不確実性としては、以下の
ようなものがあります。国内外の経済金融環境の悪化、保有株式に係るリスク、不良債権残高及び与信関係費用の増加、当社グループのビジネス戦略が
奏功しないリスク、合併事業・提携・出資・買収及び経営統合が奏功しないリスク、海外における業務拡大が奏功しないリスクなどです。こうしたリスク及び
不確実性に照らし、本資料公表日現在における「将来の業績に関する記述」を過度に信頼すべきではありません。当社は、いかなる「将来の業績に関する
記述」について、更新や改訂をする義務を負いません。当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項につ
いては、本資料のほか、有価証券報告書等の本邦開示書類や、当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F等の米国開示書類、当社が公表いたし

ました各種開示資料のうち、最新のものをご参照ください。


